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観光のあり方に関する考察
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工藤　純也＊
要　　　旨　　　東北地方太平洋沖地震により、岩手県沿岸地域は甚大な被害を被った。地域の産業と
しての観光業は機能の多くを失ったが、被災地では「復興応援」や「支援」と銘打った
パッケージツアーが多数実施されている。被災地における観光を通じて、被災地の住民
と観光客との間に意識のギャップが生じたり、地域の社会的アイデンティティが消費さ
れるという問題は従前から指摘されてきた。そこで、これまで明らかになっていなかっ
た、震災後に増加した「復興応援バスツアー」の全体像を、独自に構築したデータベー
スによって把握するとともに、観光客、観光地に暮らす住民、観光業従事者への聞きと
り調査・質問紙調査を通じて、岩手県沿岸地域における東日本大震災後の観光の実態把
握を行った。調査の結果、多数の復興応援バスツアーが被災地で実施されている一方、
観光業従事者、地域住民、被災地を訪れる観光客との間の意識と関係性には、ズレが生
じていることが明らかになった。このことをふまえ、地域住民と観光客、観光業従事者
とを結びつける仕掛けの必要性について論じた。
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1.　はじめに
　2011 年 3 月 11 日の東北地方太平洋沖地震によ
り、岩手県沿岸地域は甚大な被害を被った。地域
の産業としての観光業は機能の多くを失ったが、
被災地では「復興応援」や「復興支援」と銘打っ
たパッケージツアーが多数実施されている。
　津波や火山噴火などの自然災害が発生した地域
（被災地）では、災後、経済復興のために観光を
通じた開発や地域活性化の取り組みが行われる。
歴史的に観光地として発展してきた地域、被災後
に新たに観光業の確立・拡大に取り組む地域な
ど、その展開は様々であるが、こうした被災地に
おける観光の特徴やあり方を検討することは十分
に行われてきたとは言いがたい。そこで本稿は、
震災後に増加した「復興応援バスツアー」の全体
像を把握するとともに、観光客、観光地に暮らす
住民、観光業従事者への調査を通じて、被災地に
おける観光のあり方を考察することを目的とす
る。
2.　被災地における観光の展開と問題点
　先行文献において、災害発生後の観光の特徴は
どのように把握されているのだろうか。
　災害等により多くの命が失われた場所では、破
壊、死、残虐性などを表象した観光が行われてい
る。これは近年「ダークツーリズム」と呼ばれる
（Lennon and Foley, 2000）。ダークツーリズム
の定義には諸説あるが、鈴木は「死をめぐって交
差する物語の真正性を希求する人々の観光現象」
と定義し、その対象地は「学ばせる役割」を持つ
と指摘した（鈴木 , 2014 : 76 -79）。学ばせる役割
とは、その地域で起こったことの詳細や理由、原
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因を観光客に対し明らかにすることである。
　このような被災地における観光で資源となって
いるものは、「負の遺産」と呼ばれるものだ。原
子爆弾が投下された広島県広島市と長崎県長崎市
はしばしばその例に挙げられる。
　第二次世界大戦末期の 1945 年 8 月、米軍は広
島市と長崎市に相次いで原子爆弾を投下した。両
市では、この惨劇を後世に伝え、戦争という過ち
を繰り返さないために、当時の生存者の講演や原
爆ドーム、平和祈念像などを通じて、来訪者に学
びの機会を与えている。毎年 100 万人以上の観光
客が訪れる広島市、500 万人以上が訪れる長崎市
にとって、「学ぶ」観光はひとつの柱となってい
るのである。
　東日本大震災の津波被災地の場合でも、これら
の都市と同様の手法がとられている。そのひとつ
が「語り部ガイド」である。語り部ガイドとは、
震災直後の体験談を被災者本人が直接伝える観光
ガイドのことだ。このようなガイドは、バスツアー
のみならず個人客からも人気が高いとされる。
　しかしフンク（2008）は、こうした被災地にお
ける観光を需要と供給の立場から見たとき、供給
側の期待とはかけ離れた動機（好奇心、ホラーへ
の関心などの物見遊山）で観光客が現地を訪れる
という問題があると指摘している。また供給側
も、体験談にリアリティやインパクトを与えるた
めに、脚色を加え、事実と異なる事を伝えてしま
う可能性があるとする。つまり、災害後の「学ぶ」
観光では、被災地と観光客とは対等ではなく、需
要側に合わせて被災の実情が操作されがちであ
る。フンクは、「学ぶ」観光もサービス業の一種
である以上、観光客の欲求を満たす必要があると
しつつ、供給側は伝える内容の整理などを徹底し
て行い、実情と観光内容のギャップを軽減させな
ければならないと主張している。
3.　「消費される場所」としての観光地
　近年は娯楽としての旅行・観光が一般的にな
り、誰でも休暇を利用し様々な場所へと訪れるこ
とが可能になった。しかし Urry は、その結果、
観光客が観光地という「場所」を「消費する」
という問題が世界中に広がっていると指摘する
（Urry, 1995= 吉原・大澤監訳 , 2003）。
　原因は財的消費にとどまらない視覚的消費にあ
る。Urry はこれを「観光のまなざし」と概念化
している。その一つとされるロマン主義的なまな
ざしは、観光の対象に強い関心を持つ個人または
小グループによる視覚的消費を指す。これが対象
とするものは、人工的に創造されたものではなく
「ほんもの」であるが、そこには独自の文化や自
然が色濃く残っているため、観光客が多数集まる
ことによる混雑や過剰利用が問題視されるように
なる。
　Urry はこれらが引き金となり、地域の社会的
アイデンティティが単純に消費されてしまうとす
る。ここで社会的アイデンティティは、共同体と
しての意識や空間、時間、記憶などの要素を束ね、
構造化された感情のことを指す。観光地の諸空間
では、押し寄せた観光客が地元の住民を圧倒し、
住民はそれを自分たちの場所とは感じられないよ
うになってしまう。住民たちの生活時間は、観光
客がその速度を緩めたり早めたりすることを望め
ば、空間と同じように住民自らの時間とは感じら
れないようなものになる。そして記憶は、観光客
向けに取捨選択されて商品化されてしまうことに
よって、地元住民の記憶も変質してしまう恐れが
ある。さらに、物理的な消費はとりわけ環境保全
の面で悪影響が大きい。これらのことを総称して
Urry は「消費される場所」としての観光地とい
うテーゼを示す。
　このような観光地の実態は、日本にもあてはま
る。
　例えば岐阜県大野郡白川村と富山県南砺市にま
たがる白川郷・五箇山の合掌造り集落は、1995
年にユネスコ世界文化遺産に登録された。白川郷
の集落は大型の木造民家群から構成され、茅葺き
の合掌造りは豪雪下ろしの作業軽減や水はけを考
慮した形状になっており、住民の住む・働く場所
として使われてきた。白川郷の周辺は白山などの
山々に囲まれ、都市部の急速な近代化に比して、
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住民の相互扶助組織などの独自の文化や伝統を形
成してきた（谷口ら , 2007, 青木 , 2015）。
　ユネスコ世界文化遺産に登録されると、世界遺
産ブランドが付与された白川郷の独自の景観美は
世界的に広まり、多くの観光客が訪れるように
なった。1 日に人口の 2 倍近くの観光客が訪れる
日もあり、静かな山村の集落に賑わいが訪れたの
である。しかし、観光客の増加に伴い、住民から
苦情の声が挙がるようになった。ゴミの投棄、観
光ルートに定められた民家以外のプライベートな
空間への侵入といった観光客の行動が問題となっ
たのである。
　文化遺産だけでなく、エコツアーが行われてい
る自然遺産においても、山田（2008）は、急激な
観光客の増加や外資系企業の参入により、元々存
在した地域のコミュニティが崩れてきていると問
題提起している。
　こうした事例は、観光客が増加したが故に発生
した問題で、観光が活発に行われることによる経
済効果の一方、その拡大に限界点が到来している
との指摘は、目新しいものではない 1）。しかし、
長年にわたる指摘にもかかわらず、コミュニティ
の崩壊や観光資源の荒廃など、観光による公害な
どが、東日本大震災の被災地である岩手県沿岸地
域においても懸念されているのである。
4.　岩手県における復興応援バスツアーの全
貌
　冒頭に述べたように、東日本大震災の被災地で
は「復興応援」や「復興支援」と銘打ったパッケー
ジツアーが多数実施されている。岩手県沿岸地域
においては、その多くはバスツアーとして構成さ
図 1　復興応援バスツアーの開催回数の推移
れているが、その件数や行き先などが包括的に把
握できる情報はまとめられていない。
　そこで、筆者は復興応援バスツアーを「『復興
応援』『復興支援』などのキーワードで集客し、
被災地を訪れるバスツアー」と定義 2）し、本稿
では岩手県沿岸地域を研究対象に設定した。その
上でバス会社や旅行代理店のホームページ、観光
客がブログなどで公開した旅行記などから、「復
興」「応援」「支援」「岩手」「バス」等のキーワー
ドを指標に、岩手県内で行われた復興応援バスツ
アーに関するデータを独自に収集した 3）。データ
は、Microsoft 社の Excel を用いて、名称、開催
日時、主催者、訪問先市町村、ツアーの実施内容
（観光資源への訪問や行為）からなるデータベー
スを構築した。
　その結果、2011 年 3 月の発災から 2014 年 11
月末までに、岩手県全体でのべ 2348 回の情報が
得られた。年ごとにみると、2011 年は 285 回、
2012 年には 280 回、2013 年は 1443 回、2014 年
は 340 回と推移している（図 1）。
図 2　復興応援バスツアーの訪問先
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4-1.　訪問先自治体
　復興応援バスツアーの訪問先となった市町村を
集計した結果、その分布は図2のようになった 4）。
　最も多くのバスツアーが訪れているのが、遠野
市（962 件）、次いで宮古市（904 件）、釜石市（609
件）、山田町（535 件）の順番となった。
　遠野市は、東日本大震災のボランティア活動の
拠点として大きな役割を果たし、盛岡などから三
陸南部への中継点であることから、多くのツアー
が訪れた。宮古市は、三陸北部の中核的な市で盛
岡市からのアクセスが他の沿岸市町村と比べ整っ
ている。また、市民を対象とした「宮古もてなし
観光・文化検定」を実施するなど、観光政策に力
を入れている。釜石市は、橋野高炉跡や鉄の歴史
館などの製鉄に関する歴史が色濃く伝承されてい
る。市内には、津波被害を受けた鵜住居地区があ
り、震災当時の状況を知ろうと多くの観光客が訪
れている。
　2011 年の発災時から 2014 年 11 月までの訪問
先市町村の分布の推移を示したのが図 3、表 1 で
ある。試みに沿岸北部を山田町以北、沿岸南部を
大槌町以南として、その推移を表 2 に示す。
　2011 年は遠野市が 46.0% と最も高い。次いで
山田町の 14.1%、宮古市の 11.0% となっている。
また、沿岸南部が 74.3% と多く訪れられているこ
とがわかる。東日本大震災が発生した年であり、
ボランティアの拠点が置かれた遠野市、被害が甚
大であった沿岸南部へのツアーが多かったと考え
られる。
表 2　訪問先市町村の推移（2区分）
沿岸北部 沿岸南部
2011 年 25.7%（124 件） 74.3%（359 件）
2012 年 63.0%（408 件） 37.0%（240 件）
2013 年 44.6%（1704 件） 55.4%（1871 件）
2014 年 50.0%（379 件） 50.0%（379 件）
計 47.9%（2615 件） 52.1%（2849 件）
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図 3　復興応援バスツアー訪問先の変遷（N=5664）
表 1　復興応援バスツアー訪問先の変遷（N=5664）
自治体名 2011 年 2012 年 2013 年 2014 年 自治体名 2011 年 2012 年 2013 年 2014 年
洋野町 0（0%） 0（0%） 0（0%） 1（0.1%） 山田町 68（14.1%）12（1.9%） 453（12.7%）2（0.3%）
久慈市 1（0.2%） 243（37.5%）184（5.1%）61（8.0%） 大槌町 35（7.2%） 9（1.4%） 323（9.0%）84（11.1%）
野田村 1（0.2%） 5（0.8%） 181（5.1%）56（7.4%） 釜石市 27（5.6%） 9（1.4%） 481（13.5%）92（12.1%）
普代村 0（0%） 21（3.2%） 1（0%） 0（0%） 大船渡市 32（6.6%） 6（0.9%） 295（8.3%）61（8.0%）
田野畑村 1（0.2%） 44（6.8%） 39（1.1%） 1（0.1%） 陸前高田 43（8.9） 30（4.6%） 469（8.5%）57（7.5%）
岩泉町 0（0%） 0（0%） 209（5.8%）127（16.8%） 遠野市 222（46.0%）186（28.7%）469（13.1%）85（11.2%）
宮古市 53（11.0%）83（12.8%）637（17.8%）131（17.3%） 計 483 件 648 件 3575 件 758 件
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　2012 年になると、久慈市が 37.5% と比率を上
げた。次いで遠野市（28.7%）、宮古市（12.8%）
となった。遠野市の比率は 28.7% と大きく落ち込
んでいる。また沿岸北部・南部の 2 区分で見た場
合、その比率が大きく変化した。
　2013 年は宮古市が 17.8% と最も訪れられた
市町村となり、次いで釜石市（13.5%）、遠野市
（13.1%）となった。全体の傾向として各市町村
へ満遍なく訪問先が分散したが、これは 2013 年
に JR による「いわてディスティネーションキャ
ンペーン 5）」（いわて DC）が行われ、多くの復興
応援バスツアーが開催され、市町村ごとの差が縮
小したと考えられる。
　2014年では、宮古市（17.3%）、岩泉町（16.8%）、
釜石市（12.1%）の順となった。2013年と比べた場
合の大きな変動は、山田町が大きく比率を下げ、
岩泉町が大きく比率を上げた。それ以外の市町村
は、全体の比率の中で 10%を超えるのは宮古市、
釜石市、遠野市、10%前後で推移するのが大槌町、
大船渡市、陸前高田市という分布になっている。
南北の比率は 1:1となった。
　2011 年は、津波被害が甚大な沿岸南部への来
訪が目立った。これは、被災者を直接支援するた
めのバスツアーが多く開催されていたためであろ
う。しかし、2012 年に観光目的のバスツアーの
運行が本格的に始まると、沿岸北部へ来訪するツ
アーが増え、増減の波は時間の経過とともに穏や
かになっていることも見て取れる。
4-2.　復興応援バスツアーの主催・開催者
　復興応援バスツアーの主催者は、2348 のデー
タを俯瞰し、おおむね 9 のカテゴリーに分類する
ことが可能と判断できたため、それに基づいて分
類を行った。
　9 のカテゴリーはそれぞれ「交通関係」「公的
機関」「観光事業者」「社団法人」「ボランティア
団体」「NPO 法人」「メディア関係」「学術関係」「任
意団体」と定めた。この分類にしたがって全デー
タの分布状況を示した結果を表 3 に示す。なお、
2 団体以上で実施されるものが存在するため、の
べ 5407 件となっている。
　最も多く開催しているのは「交通関係」で、全
体の半数を占める。次いで「公的機関」「観光事
業者」が続く。
　交通関係で開催回数が多いのは、東日本旅客鉄
道株式会社（JR 東日本）、岩手県北自動車株式会
社、岩手県交通株式会社、花巻観光バス株式会社
などが目立つ。公的機関では、岩手県が関与する
ものがほとんどである。交通関係と公的機関が大
部分を占めたのは、「いわてディスティネーショ
ンキャンペーン」（いわて DC）により展開され
た「いわて復興応援バスツアー」が関係している。
いわて DC は 2013 年に開始・終了したが、岩手
県主催の復興応援バスツアーは 2014 年も開催さ
れ、観光客が津波被災地を訪れるきっかけとなっ
ている。
　観光事業者では、近畿日本ツーリスト株式会社
やクラブツーリズム株式会社など大手旅行代理店
の他、岩手県北自動車の子会社である株式会社岩
手県北観光やリアス観光株式会社など、岩手県内
の観光事業者が、復興応援バスツアーを開催して
いる。このほか、比率は低いものの社団法人、ボ
ランティア団体、NPO 法人など非営利の団体や
地域住民自らが企画・実施している復興応援バス
ツアーも存在する。
　これらの主催・開催者を、所在地に着目して岩
手県内と県外に分けたところ、全体の 61.6% が岩
手県内の事業者・団体であった。
表 3　復興応援バスツアーの主催者
比　率 回　数
交通関係 56.2% 3038 回
公的機関 28.6% 1546 回
観光事業者 7.7% 415 回
社団法人 3.6% 196 回
ボランティア団体 3.5% 191 回
NPO 法人 0.1% 8 回
メディア関係 0.1% 6 回
学術関係 0.1% 4 回
任意団体 0.1% 3 回
計 100% 5407 回
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　次に、主催・開催者の推移について見てみよう。
筆者が定めた 9 つのカテゴリーごとに、2011 年
から 2014 年までの比率の推移を示したのが図 4、
表 4 である。復興応援バスツアーの開催者は、年
によって大きく変化している。以下の説明では、
括弧内は年ごとの合計に占める比率、件数を示す。
　2011 年は発災直後でボランティア団体（66.3%、
189 件）が開催するものが多い。次いで観光事業
者（21.1%、60 件）、公的機関（7.0%、20 件）となっ
ている。
　2012 年には、ボランティア団体の比率は 0.7%
と極端に低くなり、その代わりに社団法人（65.4%、
185 件）、観光事業者（30.4%、86 件）の 2 カテゴリー
が大部分を占める。社団法人は一般社団法人全国
旅行業務協会（ANTA）がほぼすべてを占める。
この社団法人は、旅行業法に基づく観光庁長官の
指定協会で 5500 社の会員（旅行事業者）で組織
された団体である。2012 年はこの社団法人が行っ
た「ANTA 東北観光博応援ツアー」が復興応援
バスツアーの中心になっていた。
　2013 年は「いわてディスティネーションキャ
ンペーン」が行われたため、最も多く開催してい
るのは交通関係（66.6%、2590 件）、次いで公的
機関（31.4%、1222 件）となっている。この 2 カ
テゴリーで 9 割以上を占めている。
　2014 年は引き続き交通関係と公的機関が高い
比率を保ち、最も多いのは交通関係（46.5%、441
件）公的機関（32.0%、303 件）、観光事業者（21.3%、
202 件）、となっている。
　以上から、4 年間を通じた傾向として、当初ボ
ランティア団体が主導した復興応援バスツアー
は、2012 年以降、公的機関、交通関係、観光事
業者が主な担い手となっている。発災直後に顕著
であった被災者を直接支援するボランティアツ
アーという性格は失われ、岩手県および交通関係、
観光事業者によって実施された「いわて復興応援
バスツアー」に代表されるように、観光という性
格が付与されるようになっている。
4-3.　復興応援バスツアーの観光資源
　復興応援バスツアーにおける観光資源について
概観する前に、観光資源とは何かを明らかにし
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表 4　復興応援バスツアーの主催・開催者の推移（N=5407）
2011年 2012年 2013年 2014年 2011年 2012年 2013年 2014年
ボランティア団体 189（66.3%） 2（0.7%） 0（0%） 0（0%） NPO法人 4（1.4%） 2（0.7%） 0（0%） 1（0.1%）
観光事業者 60（21.1%） 86（30.4%） 67（1.7%） 202（21.3%） 学術関係 1（0.4%） 3（1.1%） 0（0%） 0%
公的機関 20（7.0%） 1（0.4%） 1222（31.4%） 303（32.0%） メディア関係 0（0%） 1（0.4%） 5（0.1%） 0%
社団法人 6（2.1%） 185（65.4%） 5（0.1%） 0（0%） 任意団体 0（0%） 1（0.4%） 0（0%） 1（0.1%）
交通関係 5（1.8%） 2（0.7%） 2590（66.6%） 441（46.5%） 計 285 283 3891 948
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ておく。近年の資源論の代表的論者である佐藤
（2008）は、資源を「働きかけの対象となる可能
性の束」と定義する。観光学の分野において、溝
尾（2009）は、資源とは資産の源という意味であり、
人間が社会生活を維持向上させる源泉として働き
かけの対象となる自然や労働力であると述べてい
る。これらに示唆を受け、本稿では、観光資源は
はじめから存在しているわけではなく、人々が観
光のために地域社会を構成する自然資源や文化資
源に何らかの働きかけを行ったものととらえる。
　本稿の分析の基となるデータベースでは、復興
応援バスツアーにおける観光資源を把握するため
に、復興応援バスツアーが訪問先とした観光資源
や、行った行動を集計した。集計の結果、沿岸各
市町村に観光資源や行動の対象が様々に分布して
いた。
　その代表的なものを紹介しよう。浄土ヶ浜（617
回）、宮古観光協会の「学ぶ防災」（573 件）、三
陸鉄道（540 件）は、宮古市にある観光資源である。
釜石市では、震災学習（598 件）、語り部ガイド（593
件）、鵜住居地区防災センター（371 件）などが
カウントされた。久慈市には道の駅やませ土風
館（466 件）、小袖海岸（237 件）、久慈琥珀博物
館（237 件）などがあった。バスツアーの多くは
複数の観光資源を訪れていることが多く、本稿で
検討の対象とした 2348 回のバスツアーで、訪問・
利用された観光資源は、のべ 12045 件となった。
　表 5 は、これら観光資源を所在市町村ごとに分
けて示したものである。
　2011 年から 2014 年の通算で、利用された観光
資源が多くカウントされた市町村は、宮古市（2895
件）、釜石市（2067 件）、久慈市（1353 件）となった。
　次に、これらの分類を試みた。これらの観光資
源は、大きく 2 種に分けられる。それは、震災前
から確立していた観光資源と、震災後の働きかけ
によって資源化された観光資源だ。
　前者の例では、浄土ヶ浜は震災前から岩手県を
代表する観光地である。津波被害により沿岸の施
設が被災し、多くのがれきが流れ着くなど、観光
客が訪れられる状況ではなかったが、ボランティ
アの援助により営業再開に至った。後者の例で
は、鵜住居地区防災センターは、発災時の避難所
として指定されていたが結果として多くの住民が
被災した場所である。それらの記憶をつなごうと
する語り部ガイドや震災学習へのアクセスも、そ
れを補強しようとする動きである。
　そこで、のべ 12045 件のデータを俯瞰し、筆者
の定める 16 のカテゴリーを用いて分類した。16
のカテゴリーとは、「自然」「飲食店」「交通」「市場・
漁港」「商業施設」「アミューズメント」「体験」「歴
史・芸能」「行事・祭り」「スポーツ」「温泉」「語
り部」「震災学習」「震災の爪痕」「仮設商・飲食店」
「ボランティア」である。この分類を行った結果、
復興応援バスツアーで活用される観光資源は、表
6 のように集計された。
　表 6 からは、岩手県沿岸地域全体を通じて、震
災学習（19.0%、2280 件）や語り部（18.5%、2229 件）
といった、震災後に確立した資源へのアクセスが
高い比率を占めていることが明らかとなった。津
波被害の追体験に関するニーズが高いことが窺え
る。多くの復興応援バスツアーに、語り部ガイド
が同行しており、車内での説明や避難所での学習
などに関与している。
　それらに次いで商業施設（12.8%、1539 件）、「震
災の爪痕」（12.1%、1460 件）、自然（11.1%、1337 件）
が上位を占める。なお、「震災の爪痕」とは、ガ
イドや学習の機会はないが、被災の様子を見るこ
とをツアー内容に含む場合を指す。
　商業施設は、津波被害が及ばない位置に立地し
表 5　観光資源の利用回数
市町村 のべ利用回数 市町村 のべ利用回数
洋野町 1　 山田町 1082　
久慈市 1353　 大槌町 985　
野田村 666　 釜石市 2067　
普代村 23　 大船渡市 724　
田野畑村 230　 陸前高田市 1184　
岩泉町 314　 遠野市 521　
宮古市 2895　 合計 12045　
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ていた施設が多かったため比較的早く営業再開す
ることが可能であった。また、トイレや駐車場の
整備が整っているため、大型バスが立ち寄りやす
いことも、比率を高くした要因のひとつである。
　「震災の爪痕」は、宮古市の田老防波堤跡や陸
前高田市の「奇跡の一本松」といった、津波被害
を実感させる場所である。このような場所への訪
問が多いことから、東日本大震災の津波被災地に
おいても、ダークツーリズムが展開されているこ
とが把握できた。
　これらの観光資源は、2011 年から 2014 年にか
けて、どのように変化してきたのだろうか。筆者
が定めた 16 のカテゴリーの分布比率の変化を示
したのが図 5、表 7 である。
　図 5 より、発災当初はボランティアのバスツ
アーが大勢を占めていたが、2012 年以降は、「震
災の爪痕」、震災学習、語り部など、震災に関連
した観光資源へのアクセスが増加していることが
わかる。以下、年ごとに詳しく見ることとする。
　2011 年は、現地ではボランティアが多く行わ
れており、86.6% と大部分を占める。次いで「震
災の爪痕」や震災学習が挙がるが、それらは震災
後、新たに生まれた場所である。たとえば陸前高
田市の「奇跡の一本松」は、全国的に有名で復興
のシンボルとして注目された。2011 年当初から、
ボランティアに加えて、津波被害を語り継ぐため
の「負の遺産」の活用が始まったことがわかる。
　2012 年になると、震災学習（25.6%、329 件）
が最大を占め、語り部（22.4%、287 件）、商業施
設（17.8%、228 件）が続く。前年と異なり、震
災学習や語り部を筆頭に、他の観光資源も徐々に
活かされるようになる。これは、観光を目的とし
た来訪者が増え、観光業が再開したことによる。
ボランティアのためのバスツアーは極端に減少し
ている。
　2013 年も、語り部（20.1%、1609 件）、震災学
習（19.0%、1524 件）、商業施設（14.8%、1181 件）
と上位の組み合わせは変わらず、加えて仮設商店
街での飲食や買い物が復興応援バスツアーに数多
く組み込まれるようになった。これにより、前年
まで比率が小さかった飲食店、仮設商・飲食店、
市場・漁港にカテゴライズされる観光資源へのア
クセスが増加した。また、比率は低いが、特徴的
な観光資源カテゴリーは「体験」である。これ
は、前年までは見られなかった。例として、久慈
市の「まめぶ汁」作り（2 件）や田野畑村の「サッ
パ船アドベンチャーズ」（36 件）、野田村の塩作
り（180 件）など、各地域固有の郷土食や名所を
体験する観光行動が増加している。これらの多く
は、地域の住民が指導役や先導役を担っている。
　2014 年で最も多いのは、「震災の爪痕」（20.2%、
465 件）、次いで震災学習（18.0%、414 件）、自
然（16.5%、381 件）となった。多少の振幅は見
られるものの、上位は震災に関連した観光資源
だ。2014 年で特記すべきことは、三陸鉄道の全
線運行再開や、NHK 連続テレビ小説「あまちゃ
ん」により「交通」（10.7%、247 件）が注目を集め、
アクセスを増やしている。
　2012 年以降の 3 年間の推移から、今後の被災
地における観光で中心的な役割を果たしつつある
のは、震災学習や「震災の爪痕」など、震災の発
表 6　復興応援バスツアーにおける観光資源
カテゴリー 比率 のべ利用回数
震災学習 18.9% 2280
語り部 18.5% 2229
商業施設 12.8% 1539
震災の爪痕 12.1% 1460
自然 11.1% 1337
仮設商・飲食店 5.2% 629
飲食店 4.9% 590
交通 4.5% 541
ボランティア 3.4% 412
体験 3.2% 383
市場・漁港 2.7% 323
アミューズメント 2.0% 240
歴史・芸能 0.6% 68
行事・祭り 0.0% 5
スポーツ 0.0% 4
温泉 0.0% 4
合計 100% 12044
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生をきっかけとして、新たに生まれた観光資源で
あると予測できる。
4-4.　復興応援バスツアーにおける宿泊の動向
　本節の最後に、復興応援バスツアーにおける宿
泊の動向について述べる。観光行動の中でも、宿
泊は宿泊施設の収入や雇用という面で、地域経済
への影響が大きい。こうした宿泊の動向は、復興
応援バスツアーの実態把握とともに、地域経済へ
の影響という側面からも着目しておく必要がある。
　まず、復興応援バスツアーのうち、宿泊の有無
に着目して集計した。本調査で収集したデータの
うち、宿泊の記載があるものを「宿泊あり」とし、
日帰りのものを「宿泊なし」とした。宿泊に関す
る記述がまったくないものについては不明に分類
した結果が、表 8 である。
　表 8 から、復興応援バスツアーは日帰りプラン
が中心であるという結果になった。これは、とく
に発災からしばらくの間、岩手県内の宿泊施設
が、震災によって観光客を受け入れる機能を失っ
ていたためである。また、被災者の避難場所とし
ての利用があったことや、復旧・復興需要により
建設等労働者による利用が増え、観光客の受け入
れを行う状況になかったことも一因となってい
る。なお、内閣府は 2011 年 3 月以降の被災 3 県
の宿泊施設稼働率は、半年から 1 年弱の間、増
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表 7　復興応援バスツアーの観光資源の推移（N=12044）
2011年 2012年 2013年 2014年 2011年 2012年 2013年 2014年
震災学習 13（2.9%） 329（25.6%） 1524（19.0%） 414（17.9%） ボランティア 389（86.6%） 10（0.8%） 11（0.1%） 2（0.1%）
語り部 7（1.6%） 287（22.4%） 1609（20.1%） 326（14.1%） 体験 0（0%） 103（8.0%） 226（2.8%） 54（2.3%）
商業施設 5（1.1%） 228（17.8%） 1181（14.8%） 125（5.4%） 市場・漁港 0（0%） 12（0.9%） 224（2.8%） 87（3.8%）
震災の爪痕 23（5.1%） 99（7.7%） 873（10.9%） 465（20.2%） ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ 0（0%） 0（0%） 184（2.3%） 56（2.4%）
自然 0（0%） 106（8.3%） 850（10.6%） 381（16.5%） 歴史・芸能 1（0.2%） 3（0.2%） 62（0.8%） 2（0.1%）
仮設商・飲食店 8（1.8%） 23（1.8%） 510（6.4%） 88（3.8%） 行事・祭り 0（0%） 2（0.2%） 2（0.0%） 1（0.0%）
飲食店 0（0%） 6（0.5%） 528（6.6%） 56（2.4%） スポーツ 0（0%） 0（0%） 1（0.0%） 3（0.1%）
交通 2（0.4%） 75（5.8%） 217（2.7%） 247（10.7%） 温泉 1（0.2%） 1（0.1%） 2（0.0%） 0（0%）
合計 449 1284 8004 2307
表 8　復興応援バスツアーの宿泊の有無
比率・度数
宿泊あり 6.9%（162 件）
　岩手県沿岸被災地 31.9%（30 件）
　内陸部や県外　　 68.1%（64 件）　不明 74 件
宿泊なし 75.9%（1783 件）
不明 17.2%（403 件）
計 100%（2348 件）
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加したと示している 6）。岩手県における稼働率の
ピークは、2011 年 8 月である。さらなる要因と
して、2013 年にいわて DC をきっかけに展開さ
れた「いわて復興応援バスツアー」は、花巻温泉
など内陸の宿泊施設の宿泊客を対象としているも
のが多く、復興応援バスツアーを宿泊つきプラン
にする必然性がないことも関係している。
　利用されている宿泊施設はどの地域に多いのだ
ろうか。表 8 で「宿泊あり」と集計した 162 件 7）
を対象に、宿泊先の把握を試みたところ、岩手県
沿岸被災地に所在する宿泊先が 31.9%（30 件）、
内陸部や県外が 68.1%（64 件）となった（74 件
は宿泊先の具体的名称が不明であったため不明と
した）。
　このことから、津波被害を受けていない地域の
宿泊施設が多く利用されていることが明らかに
なった。最も多い宿泊先は県外の宿泊施設（22
件）で、次いで花巻温泉郷（21 件）となっている。
復興応援バスツアーの中には、こうした内陸部や
県外の宿泊施設に宿泊し、沿岸地域を目指すもの
が多い。
　岩手県沿岸被災地に所在する宿泊施設では、宝
来館（釜石市、5 件）、あづま荘（大船渡市、4 件）
などが目立った。
　4 年間を通じた集計は上記のとおりであるが、
2011 年から 2014 年にかけての動向変化は、以下
のとおりである。
　図 6 は、2011 年から 2014 年にかけて実施され
た復興応援バスツアーを、宿泊の有無に着目して
年ごとに集計したものである。また図 7 は、宿泊
があり、その宿泊先が明らかになったツアーに
限って、その宿泊先を、内陸エリアと被災エリア
の 2 種に区分し、集計したものである。
　両図から、2013 年を境に日帰りプランが中心
になっている。また、宿泊施設では年が経つにつ
れ、被災エリアの宿泊施設が多くなっていること
も見てとれる。
　2011 年は、震災直後で全国から多くのボラン
ティアが岩手県沿岸地域を訪れ、また被災地では
宿泊施設の多くが機能を失ったため、内陸部での
宿泊が多くなった。実際に、本調査で把握できた
復興応援バスツアーでは、被災地の宿泊施設は全
く利用されていない。2012 年も同様の傾向が読
みとれる。
　しかし 2013 年からは、異なる傾向が読みとれ
る。
　日帰りのバスツアーが増える一方、宿泊つきプ
ランのツアーでは被災地に宿泊するものが増加し
た。ただし、宿泊つきプランのツアーは、すでに
見たように数は少ない。この傾向は 2014 年も続
いている。
　被災地の宿泊施設は宿泊客の受け入れ環境を整
えてはいるが、復興応援バスツアーはそれを利用
していないことが示唆された。
4-5.　復興応援バスツアーの動向まとめ
　これまでの議論をまとめると、2011 年に復興
応援バスツアーが誕生してから 2014 年にかけて
の動向は表 9 のようにまとめることができる。
68.4%
86.7%
1.7%
1.8%
31.6%
13.3%
98.3%
98.2%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
2011年
2012年
2013年
2014年
宿泊あり 宿泊なし
N=79 
N=90 
N=1438 
N=338 
100.0%
76.7%
28.0%
16.7%
23.3%
72.0%
83.3%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
2011年
2012年
2013年
2014年
内陸エリア 被災エリア
N=33 
N=30 
N=25 
N=6 
図 6　宿泊の有無の推移（N=1945）
 図 7　宿泊地の推移（N=94）
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5.　被災地観光の当事者の意識
　本節では、岩手県沿岸被災地域における観光の
当事者として、観光業従事者、地域住民、観光客
のそれぞれの意識を把握する。
　調査方法は、観光業従事者ならびに地域住民に
対しては、2014 年 9 月から 11 月にかけて、半構
造化面接法を用いた聞きとり調査を実施した。そ
れとともに、地域住民が参加したワークショップ
で情報収集をはかった。被災地を訪れた観光客に
対しては、2014 年 10 月に宮古市で行われたバス
ツアーの参加者に対して、質問紙調査を実施した。
5-1.　観光業従事者の意識
　ここでは、被災地を対象としたバスツアーを実
施している事業者 3 者（A 社、B 社、C 事業組合）
ならびに被災自治体の D 市の観光協会に聞きと
り調査を実施した。A 社は盛岡市に所在する旅
行代理店で、震災後、三陸沿岸地域の観光に力を
入れている。B 社は盛岡市に所在するバス会社の
子会社で、D 市で観光遊覧船事業を行っている。
C 事業組合は D 市でレストハウスを経営し、モー
ターボート観光を行っている。
　まず、観光業従事者としての、地域住民との関
係性や関係構築のあり方について検討する。ほと
んどの観光従事者に共通していたことは、東日本
大震災の発生後、営業を再開するにあたっては、
地域住民から反発の声が挙がるのではないかとい
う不安感を持っていたという。
　D 市の観光協会担当者からは、
被災した方々の前で、被災地を紹介すること
になる。そのような場合、気持ちを逆なです
る行為と捉えられるのではないか、被災地を
売り物にするのではないかという想いを抱か
せることに繋がるのではないかと危惧してい
た。8）
との証言が得られた。しかし実際にはそのような
意見は寄せられなかった。むしろ営業再開に賛同
する住民が多かったという。たとえば B 社への
聞きとり調査では、
直接反発する声は聞かれなかった。その代わ
り、住民の方から「いつ再開するの？」といっ
た励ましの声をいただいた。否定的なものは
ここには入ってきていない。9）
とあるように、震災直後の地域住民は営業再開に
好意的であった。B 社では、津波により所有して
いた遊覧船 2 隻が流されてしまった。この被害に
表 9　復興応援バスツアーの各年の動向まとめ
訪問件数・訪問先 主催・開催者 観光行動と資源 宿泊行動
2011 年 ●被害が甚大な沿岸南部
に集中
●ボランティア団体主催
のバスツアーが中心
●被災者・被災地を直接
支援するボランティア
活動
●すべて内陸部での宿泊
N=285 ●遠野市が最多 ●岩手県外の団体・企業 ●震災関連の観光資源の
誕生
2012 年 ●被害が少ない沿岸北部
が増加
●旅行事業者・関連団体
が中心
●語り部、震災学習の比
率が増加
●被災地での宿泊施設
N=280
●久慈市が最多 ●大手旅行代理店の参入
●岩手県外の企業・団体
●震災関連の観光資源が
中心
●宿泊ありが多い
2013 年 ●いわて DC による復興
応援バスツアー件数の
増加
● JR 東日本と岩手県が開
催する「いわて復興応
援バスツアー」が始動
●震災関連の観光資源が
中心
● 日 帰 り ツ ア ー が 増 加
し、宿泊ありツアーと
の比率が逆転
N=1443
●釜石市を中心とする沿
岸南部が増加
●県内外の比率が逆転 ●飲食、買い物など消費
行動による復興支援
●宿泊は被災地域内が多
い
2014 年
N=340
●岩泉町が急増、山田町
が減
●北部・南部の比率は 1:1
●岩手県内の公的機関、
交通関係、観光事業者
が主体
●震災関連の観光資源が
中心
●三陸鉄道の全線開通
●日帰りツアーが 9 割強
●宿泊は被災地域内が多
い
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対し、地域住民は、被災者としての共感的な意識
を持つ、すなわち Solnit が指摘する「災害ユート
ピア」のような状況が形成されていた可能性があ
る（Solnit, 2010 = 高月訳 , 2012）。
　しかし、震災から時間が経過し、観光業従事者
と地域住民との関係が希薄化しつつある実態も垣
間見えた。この関係性の変化は、「災害ユートピ
ア」の特徴のひとつであり、Solnit は災害ユート
ピアは一時的なものであり長続きは難しいと指摘
している。実際に、D 市の観光協会担当者は、現
在の地域住民との接点について、
実は、観光地や地域に足を運んだりすること
が少なくなったから、直接的な意見とかは聞
くことができていない。10）
と述べている。このような証言は、他の聞きとり
でも聞かれた。たとえば C 事業組合からは、
地域の方々が色々と要望を言ってくれると、
とても助かる。不満があるのだろうけども、
言わない人たちが多いから正直何を考えてい
るのかが全く分からない。11）
と、地域からの要望を把握できず、どのように関
係を構築したらよいか模索の状態であることが示
唆された。A 社においても、
地元の方のニーズを吸収したいとは考えてい
る。しかし、聞くだけでその内容をまとめる
人間がいない。それは、住民が観光協会など
に頼り切ってしまって、それらに頑張ってほ
しいと感じているだけだ。12）
　これらの証言からも、被災地における観光によ
る復興の期待と復興応援バスツアーの一方で、観
光業従事者と地域住民とのコミュニケーションの
機会が、震災直後に比べて減少し、地域住民の観
光に対する関心は高まっていないことが推測でき
る。
　観光業従事者たちが、地域住民との関係構築を
重要と認識しつつ、模索しているのは、前述した
ように被災地における観光が「気持ちを逆なです
る行為」と捉えられてはならないという配慮から
である。本稿第 3 節では、観光客増加に伴い発生
するマナーを欠いた行動により観光地が「消費さ
れる」危険性があることを指摘したが、次に、東
日本大震災被災地における事例を検証する。
　C 事業組合への聞きとり調査では、
観光客が増加して、ごみのポイ捨てが多く
なった。被災地に来てあげているとアピール
をしてくる人達が多い。
震災ガイドも行っていて、津波の動画を見せ
ている。津波の前に引き潮で海岸の水がなく
なった動画を見せると、「魚がたくさん捕れ
ましたか？」と質問してくる人がいて、とて
も悲しくなる。色々と考えて言葉にしてほし
い。13）
と、観光客のマナーを欠いた行動に対し苛立ちを
感じている証言が得られた。また、B 社からも
物見遊山みたいな人たちが大勢来た。私たち
の船が打ちあがった海岸で、船を背景にピー
スして記念撮影していた人もいた。他にも、
人が亡くなった海岸でワイワイ騒いでいる人
たちもいた。14）
と、観光客の行動を問題視する証言があった。
　一方、B 社と C 事業組合は、観光客には地域
住民の迷惑になる行動は控えてほしいが、注意す
ることにより観光客が減ってしまうのではないか
という不安も抱えていた。観光客の増加に伴い発
生する問題があるものの、被災地に足を運んでも
らうことは喜ばしいことだ。現に、地域外から収
入をもたらす観光事業が行われなくなって、地域
経済は衰退していたが、機能を取り戻したことに
より一定の経済波及効果はある。
　以上のことから、観光業従事者は、観光客の観
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光地を「消費する」行動と経済的な消費行動によっ
てもたらされる利益との間で板挟みになっていた
と考えられる。
　観光業従事者から見て、観光客と地元住民の関
係については、A 社への聞きとり調査から、
地区の人とツアー客が交流することはない。
Y 地区に関しては観光自体の関心が薄いと
思う。関心がある人は、学ぶ防災で語り部ガ
イドをしている。だから、大型バスが来てい
ても、また何かやっていると感じているだけ
だ。15）
との評価であった。B社とD市の観光協会からも、
お客さんと地域の方との接点は、まずない
ね。これは震災前から言われているのだけど
も、D 市はおもてなし交流観光都市を宣言
して、観光目的で訪れたお客さんをどんどん
おもてなししようという謳い文句にはしてい
る。しかし、実際に市民がそれに向けて取り
組むといったことも無い。16）
直接的な交流はない。私も、業務でなければ
お客さんと交流することは全くないと思う。
（中略）おもてなし交流都市も市民に浸透し
ていると言われれば、厳しいと思う。我々で
も、検定を実施して、少しでもここについて
学んでもらい観光客に教えてもらおうという
ことを数年前から取り組んでいる。しかし、
それが浸透しているわけではない。17）
　以上の証言により、地域住民と観光客との交流
や接点が薄いことが示唆された。実際に、第 4 節
で説明した復興応援バスツアーの集計結果では、
地域住民との交流が行程に組み込まれていること
が判明した復興応援バスツアーは、わずか 1 回で
あった。しかし、こうした現状は、観光業従事者
が望んでいる姿ではない。A 社では、
お客様のニーズには、地元の方々との交流が
ある。それに答えるため、私たち旅行代理店
は頑張るものの、その受け皿が地域に存在し
ない。このままだと、お客様のニーズを失う
ことにつながる。交流したいというお客様、
でも地域の方々がそういった認識がない。つ
まり、お客様のニーズに気付いていない。18）
との証言が得られたように、交流の受け皿となる
地域住民の意識の変化が必要であるとの問題意識
が垣間見える。このままでは観光客のニーズをつ
かみ損ねるおそれがあることに加え、被災地が観
光地として「消費される」流れは加速していく懸
念がある。
5-2.　地域住民の意識
　では、地域住民の被災地観光に対する意識は、
どのようなものか。ここでは、沿岸北部の被災地
で NPO 法人を運営している X 氏への聞きとり調
査、ならびに筆者が参与観察を行った住民参加の
ワークショップ（2014 年 11 月）での参加者の発
言や筆者の観察記録を用いて、地域住民の意識に
ついて述べる。
　X 氏は、地区の復興に向けたまちづくりに貢献
する活動をしており、地域住民からの声を収集す
る機会が多い。そのような X 氏は、被災地で暮
らす住民のほとんどが観光に意識が向いていない
と語る。
仮設住宅の人は、観光というものに意識が向
いていない。それよりも、明日の生活のほう
が重要だ。生活再建が最優先で、まだ観光に
対する意識が弱い。19）
　X 氏が居住する地区の全壊家屋被害は約 1600
戸、仮設住宅数は 500 戸近くにのぼり、同自治体
内の他地区と比べても最も多い。確かに、津波被
害により家や職を失った中で、観光に意識を向け
るのは難しいものがある。自らの生活が厳しい中
で、X 氏は観光客が被災地を訪れることに関する
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地域住民の心情を、
仮設住宅は好きで暮らしているわけではない
し、テレビで有名になったから知らない人が
来ることは多い。一応、自分の家だから、急
に知らない人が来るってことはいい気持ちは
しない。そんな中で写真を撮られたりしてい
るから、余計嫌がっている人はいるというこ
とを人伝えで聞いたことがある。20）
と代弁する。ここでは、観光客が仮設住宅を許可
なく撮影するという行動が問題視されているが、
これは「仮設住宅」という災害の一つの象徴を、
観光客が視覚的に消費する行動と解釈できる。仮
設住宅に「観光のまなざし」が向けられているの
である。
　このような観光客の「まなざし」に対し、X 氏は、
ダークツーリズムという言葉は外の人たちが
呼んでいるだけで、地元の人たちはそう思っ
ていない。人が死んでいる場所に物見目的で
来てほしいわけではない。観光客を悪くいう
つもりではないが、ふざけ半分の人が多いか
らやめてほしいというのは聞いている。よう
は程度の問題だ。21）
と、意識の低い観光客を望まないという発言をし
ていた。観光客の物見遊山的な態度は、観光業従
事者への聞きとり調査でも明らかになったが、地
域住民の証言からも同様の趣旨が把握できた。
　このような状況では、被災地域の住民感情を配
慮しない観光客の行動により、地域住民が外から
の人間の関与や交流を拒むような集合的意識を形
成してしまう恐れがあるとはいえないだろうか。
もしそうなれば、地域住民が復興のために、地域
の魅力の発信や観光資源化に取り組むことは停滞
してしまう。
　2014 年 11 月に開催された、住民参加のワーク
ショップでは、地域の魅力的なツアー内容を企画
し行程を作成するというテーマが設定された。参
加者の話し合いの結果、ツアーは、観光客に対し
避難所暮らしや炊き出しなど、自らの震災直後の
経験を体験させるというアイデアが採用された。
しかし、ワークショップの場で、観光客に震災の
経験を学んでもらおうというねらいは共有されて
いたものの、参加者から発せられた言葉は「～～
させてやろう」という類の言葉づかいが数多く発
せられ、そうした発言に共感が表明されていた。
　ワークショップに参加した住民たちは、津波被
害を経験したという文脈において、結束力を高め
ているように見受けられた。内部的な結束が強
く、仲間同士の信頼感も強固である反面、外部か
らの干渉に対して排他的になりかねない社会関係
や人々のネットワークのことを、結束型の社会関
係資本（Bonding Social Capital）という（Putnam, 
2000 = 柴内訳 , 2006）。東日本大震災という大災
害の経験が、一時的とはいえ、結束型の社会関係
資本の強化につながった可能性がある。
　このように地域住民が観光に対し積極的な関心
を持たず、なおかつ排他的な特性につながるよう
な結束型の社会関係資本の強化が示唆される要因
は、パッケージツアーの内容にも問題があるとは
いえないだろうか。もし、復興応援バスツアーが
被災地の一部分を切り取って観光客に伝え、それ
が観光客のイメージとして定着すれば、観光客の
ニーズは震災関連の観光資源に集中してしまう。
岩手県沿岸地域には、震災関連以外にも、多くの
観光資源や住民生活がある。にもかかわらず、観
光客のニーズに対応しなければならない観光業
は、ニーズに合った側面以外の部分を切り捨てて
しまう。よって、観光客の認識は、〈岩手県沿岸
地域＝東日本大震災の津波被害〉と再生産されて
しまう。この認識が一人歩きし、注目が肥大化す
れば、Urry が指摘するように地域の社会的アイ
デンティティが消費され、住民が地域を自らの生
活空間と感じられなくなってしまうのではないだ
ろうか。
5-3.　被災地を訪れた観光客の意識
　このような住民の認識を生み出す可能性のある
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観光客のニーズや意識は、どのようなものだろう
か。
　筆者は B 社の協力を得て、被災地を訪れた観
光客の観光に関する意識を把握するための質問紙
調査を 2014 年 10 月に実施した。調査は、B 社の
レジャー施設を利用するプログラムが行程に含
まれているバスツアーの参加者 76 人 22）を対象に
行った。B 社のレジャー施設において質問紙を配
布し、自記式で回答してもらうアンケート形式と
した。
　対象者の属性は、男性が 60.6%（43 人）、女性
が 39.4%（28 人）23）で、青森県から山口県まで 14
県から来訪した人々である。年齢層は 20-30 代が
5.5%（4 人）、40-50 代が 23.3%（17 人）、60 代が
24.7%（18 人）、70 代が 37.0%（27 人）、80 代が 9.6%
（7 人）であった 24）。岩手県沿岸地域を、これま
でに観光目的で訪れたことのある人は 47.4%（36
人）であった。
　まず、今回の旅行において期待することとし
て、「東日本大震災の追体験」「被災地の方との交
流」「景勝地の見学」「海産物を食べる」「被災地
の支援」「再建具合の視察」の項目を設定し、そ
れぞれに「強くそう思う」「ややそう思う」「わか
らない」「そう思わない」「全くそう思わない」の
5 段階評価で回答してもらった。回答のうち、「強
くそう思う」「ややそう思う」の回答分布状況を
表 10 に示す 25）。
　これまで述べてきた質的な調査結果と符合する
ように、「被災地の方との交流」について強く期
待する人の割合は少ない。 
　次に、観光地全般と被災地での観光のそれぞれ
において、観光地選定にあたって重要視する点に
ついて、12 の項目を設定し、1 位から 3 位までを
選び順位をつけてもらった。12 項目とは、「リー
ズナブルな料金」「公共交通機関」「美味しい食べ
物」「アクティビティ」「景勝地の有無」「地元住
民との交流」「リフレッシュ」「施設の整備」「地
域の博識」「話題性」「自然」「その他」である。
集計結果を表 11 に示す。
　表 11 で示した、観光地全般において重要視す
ることと、被災地での観光において重要視するこ
ととの順位づけに、どの程度の相関関係が存在す
るのかを把握するため、スコア化した上で、順位
相関係数 26）を求めた。結果、順位相関係数は 0.706
となり、かなり強い相関関係にあることが示唆さ
れた。観光客の、被災地での観光と一般的な観光
で、重要視する点は類似していることが明らかに
なった。これは、被災地域であろうと、観光地と
しての認識を持ち、観光地としての機能を求める
ということが推測できる。
　このように、観光客は被災地の再建・支援に関
心を持っているものの、自ら足を運ぶ観光地を選
ぶ際の基準は、一般的な観光地と大差がなく、被
災地における観光に対して、一般的な観光地と同
様の視点やニーズを持っている可能性がある。地
域社会に住民が付与している社会的アイデンティ
ティや、被災地としての文脈は容易に捨象され、
岩手県沿岸地域の観光地は商品として消費され
うるリスクがある。その際の観光客の行動は、
Urry の言う意味での場所を消費する行動につな
表 10　今回の旅行で期待すること（N=67）
強くそう思う ややそう思う
海産物を食べる 60.6% 36.3%
再建具合の視察 48.4% 43.9%
景勝地の見学 44.6% 50.8%
被災地の支援 38.5% 50.8%
東日本大震災の追体験 25.8% 27.3%
被災地の方との交流 15.4% 53.9%
表 11　観光地選定にあたり重要視する点
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がりかねず、地域住民に対して配慮の欠けた行動
として現れても不思議ではないのかもしれない。
5-4.　明らかになった関係性
　本節では、被災地における観光業従事者、地域
住民、観光客について分析を重ねてきた。これま
での分析結果より、明らかになった関係性は図 8
のように考察できる。
　現在の被災地における観光は、住民が関与する
余地が少なく、観光業従事者のみが運営にかか
わっている。地域住民と観光業従事者との間に
は、媒介的な関係性がないため、両者の関係性は
弱い。震災直後におおむね好意的な関係が築かれ
た後、両者の繋がりが希薄になったことはすでに
述べた。それが現在まで継続している。
　観光客の、マナーを欠くとされるいわゆる「場
所を消費する」行動は、復興応援バスツアーとい
う媒体を介して地域全体に向けられている。これ
には 2 つのことが関係している。
　1 つは、復興応援バスツアーが、岩手県沿岸地
域の「被災地」というイメージのみを切り取って
観光客に伝えていることだ。東日本大震災の記憶
が取捨選択され、津波被害が一種の「商品」とし
て売り出されてしまっている。被災地をひとつの
商品として認識する観光客が、その地域で生活し
ている者に対しても、商品という認識を当てはめ
てしまえば、それにより、被災地だからこそ配慮
すべき事柄の意識は失われてしまうだろう。仮設
住宅などプライベートな空間への無断侵入は象徴
的な例である。事例の多少にかかわらず、そのよ
うな行動が地域住民の間で、好ましくない行動と
して写っている。
　もう 1 つは、観光客が観光地に求める機能が、
観光地と被災地で類似していることだ。観光地で
は、観光客はその地域を訪れ、観光業従事者や
地域はサービスを提供する。そのような取引の中
で、観光客の消費行動が行われる。観光地として
確立した地域は、住民の観光に対する認知度・許
容度が高く、観光客の逸脱的な行為が大きな問題
になることは少ない。そのような行動に対し、慣
れていると言い換えてもよいだろう。しかし、東
日本大震災という大災害を経験した岩手県沿岸地
域では、住民の観光への理解はまだまだ少ないと
見るべきだろう。それ以前に、被災地では現在も
災害復旧・復興の作業が続いており、住まいを失っ
た人々は、仮設住宅での生活を強いられている。
聞きとり調査を実施した住民 X 氏からも、被災
者はそれどころではないという見解が示された。
つまり、観光に主体的意識を持つことが難しいゆ
えに、観光客の行動に対し敏感になっているのだ。
　観光業従事者、地域住民、観光客は、同じ岩手
県沿岸地域で、「復興」というキーワードを媒介
に、観光という現象に関与し、その現象を間近で
見ていながら、その視点や視線は交錯することな
く、現在に至っている。
6.　「消費される観光地」を回避するためには
　これまで述べてきた調査結果をもとに、岩手県
沿岸地域が「消費される観光地」を回避するため
の具体的手法について検討、考察する。
　前節で明らかになった 3 つの立場の関係性をふ
まえると、その地域で暮らしている住民が観光の
担い手とならなければ、その地域の魅力や地域
性を損ねる恐れがある。つまり「消費される観光
地」の回避のためには、地域住民と復興応援バス
ツアーの観光客、観光業従事者とを結びつける仕
掛けの構築が必要だと考える。
　このような観点から、復興応援バスツアーの内
容は見直される必要がある。
観光業従事者
観光地の住民
（＝地域住民） 観光客
復興応援
バスツアー
消費行動
両者の交流は無い
弱い関係性
消費行動
金銭
サービスの提供
結束型の
社会関係資本
図 8　観光業従事者、地域住民、観光客の関係
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　本稿で示した復興応援バスツアーの詳細によ
り、現在、活用されている観光資源の多くは、「震
災の爪痕」や震災学習といった震災関連のもので
あることが明らかになった。そのようなパッケー
ジツアーは、地域の一部分を切り取ってしまって
いる可能性が高い。そのため、本来の地域の魅力
を十分に引き出さず、岩手県沿岸地域に「震災」
というイメージを過度に植えつけてしまう。実際
の復興応援バスツアーやメディアでも、岩手県沿
岸地域の「震災」という部分のみを切り取って観
光客に伝えている。
　そこで、本来の「岩手県沿岸地域」としての魅
力を開発し、それを発信することを提案する。つ
まり、本来その地域に潜在する魅力を発見、再確
認することが重要である。その地域で暮らしてい
る人が感じる魅力を発信することにより、地域内
外から評価を得る。そのことにより、地域住民は
暮らしている場所への「トポフィリア」を形成す
る可能性がある。トポフィリアとは、Tuan（1974 
= 小野・阿部訳 , 1992）により概念化されている
もので、「場所への愛着」という意味合いを持つ。
その地域への愛情が再確認されることにより、観
光資源化、つまり住民による観光実践への働きか
けが行いやすくなる。三陸沿岸の地域の来歴をふ
まえれば、住民は、長い歴史の中で海が豊かさを
もたらすこともあれば、津波のように災厄をもた
らすこともあるという、その両面に着目すること
が重要ではないだろうか。
　土地への愛着、トポフィリアが形成されるよう
な本来の魅力を、バスツアーに組み込むことによ
り、地域の一部分のみを切り取るという現状の問
題が解消されると共に、観光客と地域住民との接
点が生まれ、トポフィリアが拡大・発展する可能
性が出てくる。その具体的な組み込み方は、震災
関連の観光資源と、従来から存在する観光資源の
両立が望ましい。これまでのように、震災の部分
のみを切り取るツアーが続けば、Urry が提起し
た社会的アイデンティティの消費が加速してしま
うだろう。
　あわせて、筆者が行った聞きとり調査では、観
光業従事者は、今後、大人数の団体客に力を入れ
ていきたいという意向が明らかになっている 27）。
大規模な観光事業は、地域経済の活性化手法とし
ては間違いではない。しかし、その地域に見あっ
た観光の規模を考えるべきであろう。適正規模を
見定めるためには、観光業従事者と観光客の視点
のみならず、地域の住民が「観光」という地域産
業のあり方を考えて行くことが求められる。
　復興応援バスツアーを一例とした震災支援目的
でのパッケージツアーは、いずれ終了する時期が
訪れる。しかし、東日本大震災という未曾有の大
災害を経験したという事実は消えることはない。
そのようなパッケージツアーが行われなくなった
際に、岩手県沿岸地域は、自立して観光客を誘致
していく必要がある。岩手県沿岸地域での観光を
考えるにあたって、地域住民が参加し観光客にそ
の地域の魅力を伝えるということは、震災後に無
かった手法であり、取り入れていかなければなら
ない。このように地域の住民が観光に参加し、場
所への愛着を感じられる観光地として生まれ変わ
ることが、「消費される」観光地を回避する方法
なのではないだろうか。
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【注】
１）たとえば Mishan（1967 = 都留訳 , 1971）など。
２）例外として、東日本大震災直後訪れるようになったボ
ランティアの拠点が置かれた遠野市を含む。
３）収集した情報源の主な内訳は、企業や岩手県のウェブ
サイトが 6 割程度、ウェブサイト・ブログによる旅行
記が 2 割程度、インターネット掲示板への書き込み等
が 2 割程度であった。
４）複数の市町村を訪れるものが存在するため、のべ
5664 件となっている。
５）「いわてディスティネーションキャンペーン」とは、
東日本旅客鉄道などの JR グループと指定された自治
体、地元の観光事業者等が協働で実施する大型観光
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キャンペーンのことである。
６）内閣府 ,2012,「被災 3 県の経済動向」http://www5.
cao.go.jp/j-j/cr/cr12/chr120202.html（2015 年 2 月 12
日取得）
７）ただし、1 つのツアーで複数の宿泊施設に泊まるもの
があり、のべ 168 件となっている。
８）2014 年 11 月 12 日、D 市の観光協会への聞きとり調
査による。
９）2014 年 10 月 16 日、B 社への聞きとり調査による。
10）2014 年 11 月 12 日、D 市の観光協会への聞きとり調
査による。
11）2014年10月16日、C事業組合への聞きとり調査によ
る。
12）2014年9月5日、A社への聞きとり調査による。
13）2014年10月16日、C事業組合への聞きとり調査によ
る。
14）2014年10月16日、B社への聞きとり調査による。
15）2014年9月5日、A社への聞きとり調査による。
16）2014年10月16日、B社への聞きとり調査による。
17）2014 年 11 月 12 日、D 市の観光協会への聞きとり調
査による。
18）2014 年 9 月 5 日、A 社への聞きとり調査による。
19）2014 年 11 月 20 日、X 氏への聞きとり調査による。
20）2014 年 11 月 20 日、X 氏への聞きとり調査による。
21）2014 年 11 月 20 日、X 氏への聞きとり調査による。
22）岩手県外の大手旅行代理店3社が募集した3つのツアー
に参加した 76 人である。
23）性別が無回答で欠損値とした回答者が 5 人いる。
24）年齢が無回答が欠損値とした回答者が 3 人いる。
25）無回答のため欠損値とした回答者が 9 人いる。
26） 順位データから求められる相関の指標であるスピア
マンの順位相関係数　ρ =1 － 　を使用した。
なお、数式中、K は個体数、di は i 番目の個体におけ
る 2 つの順位の差である。
27）2014年10月16日、B社への、並びに2014年11月12日、
D市の観光協会への聞きとり調査による。
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A study on tourism in a disaster-stricken area through 
analysis of ‘reconstruction-support bus tours’
Junya Kudo
Abstract　　　　Coastal areas of Iwate Prefecture suffered serious damage from the Great East 
Japan Earthquake. Although tourism as a regional industry was greatly reduced, 
it was not long before supporters and sightseers began visiting stricken areas by 
taking part in “reconstruction-support bus tours.” Previous research suggested that 
tourism in the disaster-stricken area might engender a difference in perceptions 
between locals and tourists, which would result in “consumption” of the region’s 
social identity (British sociologist John Urry’s metaphor). This study conducted three 
research programs to understand the actual tourism situation after the Great East 
Japan Earthquake in Iwate Prefecture coastal areas. 1) A database of reconstruction-
support bus tours was built to get an overall picture of the tours. 2) Interviews were 
conducted with locals and with tourism professionals to ascertain the situation in the 
stricken area and the state of its tourism. 3) A questionnaire survey was conducted 
for tourists in the stricken area to determine their perceptions. Results indicated 
that concurrent with the large number of reconstruction-support bus tours in the 
stricken area, there was a gradually growing difference in perceptions and divisions in 
relationships among residents of the stricken area, tourism professionals, and tourists. 
Based on these findings, I discuss the need, and a desirable strategy, for linking local 
residents, tourism professionals, and tourists who visit stricken areas.
Keywords    　Great East Japan Earthquake, tourism in disaster stricken areas, “reconstruction-
support bus tours,” “consuming places,” Topophilia.
